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平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計業務 

企画書募集要項 

 

１．総則 

   平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計業務

企画競争の実施については、この要領に定める。 

 

２．業務内容 

   本業務の内容は、（別添５）「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）

局）更新整備に係る設計業務の概要及び企画書作成事項」のとおりとする。 

 

３．業務実施期間 

   契約締結日より平成３１年３月２９日（金） までとする。 

 

４．予算額 

   業務の予算総額は、１,０００万円（消費税及び地方消費税額を含む）以内とする。 

   （ただし、地盤調査・敷地測量を含む。） 

 

５．参加資格 

（１）環境省における平成２９･３０年度競争参加資格（測量・建設コンサルタント等）（建築関係建設

コンサルタント業務）において、「Ｃ」以上の等級に格付されている者であること。 

競争参加資格を有していない本企画競争参加希望者は、環境省のＨＰから申請を行い、企画書

提出時までに取得したうえで提出すること。 

http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/category_02.html 

（２）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は

被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場

合に該当する。 

（３）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（４）環境省から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

（５）企画競争説明会に参加した者であること。 

（６）企画競争説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

（７）本事業を実施にするにあたり、当該事業に従事する者について以下に示す実績・資格等を証明す

る関連資料を提出できること。 

  ① 責任者及び主要担当者は一級建築士事務所に所属し、１級建築士以上の建築士の資格を有し、

資格取得後５年以上の業務経験があること。 

  ② 責任者または主要担当者は、精密機械を設置管理する建物の設計、積算業務の経験があること。 

  ③ 責任者または主要担当者は、海までの距離が３００ｍ以内 耐重塩害仕様地域における、建築  

      設計及び積算業務の経験があること。 

 

 

 



６．企画競争に係る説明会の開催 

（１）日時 

   平成３０年５月２５日（金）１４時３０分 

（２）場所 

  原子力規制委員会原子力規制庁放射線防護グループ入札会議室 

  東京都港区六本木１丁目９番９号（六本木ファーストビル１３階） 

 

７．企画書募集に関する質問の受付及び回答 

（１）受付先・受付方法 

メールアドレス：tomoaki_odaira@nsr.go.jp 

質問書【様式１】に所定事項を記載の上、電子メールにより提出することとし、質問及び回答

は質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原子力規制庁の業務に支障を

きたすものを除き公表する。 

（２）受付期限 

   平成３０年５月３０日（水）１２時まで 

（３）回答 

   平成３０年６月１日（金）１７時までに、企画競争参加者に対してメールにより行う。 

 

８．資格要件に係る提出書類、提出期限 

（１）提出書類（別添１） 

  ① 平成２９･３０年度競争参加資格（測量・建設コンサルタント等）（建築関係建設コンサルタン

ト業務）において、「Ｃ」以上の等級に格付されていることを示す書類。 

  ② 責任者及び主要担当者が一級建築士事務所に所属し、１級建築士以上の建築士の資格を有し、

資格取得後５年以上の業務経験があることを確認できる書類。 

③ 責任者または主要担当者が以下の資格のいずれかを有することを確認できる書類。 

     ・所属する一級建築士事務所の許可証 

     ・１級建築士 免許証 

④ 責任者または主要担当者が、精密機械を設置管理する建物の設計及び積算業務の経験があるこ

とを確認できる書類。 

⑤ 責任者または主要担当者が、海までの距離が３００ｍ以内で耐重塩害仕様地域における、建築    

設計及び積算業務の経験があることを確認できる書類。 

⑥ 責任者または主要担当者が、国土交通大臣官房官庁営繕部が制定又は監修した 図書をはじめ、

官庁施設建築設計（建築・構造・設備）の共通基準・共通仕様書ほかに副った、公共建築の設

計の経験があることを確認できる書類。 

（２）提出期限等 

   ① 提出期限 

     平成３０年６月５日（火）１２時 

   ② 提出先 

     東京都港区六本木１丁目９番９号 六本木ファーストビル７階 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室  大平 智章 



   ③ 提出部数 

     （１）①②③④⑤⑥ ２部 

   ④ 提出方法 

     持参又は郵送（提出期限必着）による。 

郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。 

   ⑤ 提出に当たっての注意事項 

       ア 持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１７時３０分まで（１２時～１３

時は除く）とする。 

イ 郵送する場合は、封書の表に「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神

（１号）局）更新整備業務に係る設計業務に係る資格要件書類在中」と明記すること。提

出期限までに提出先に現に届かなかった資格要件書類は、無効とする。 

ウ 提出された資格要件書類は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うこと

はできない。また、返還も行わない。 

エ 参加資格を満たさない者が提出した資格要件書類は、無効とする。 

オ 虚偽の記載をした資格要件書類は、無効にするとともに、提出者に対して指名停止を行

うことがある。 

カ 資格要件書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

キ 提出された資格要件書類は、原子力規制委員会原子力規制庁において、資格要件書類の

審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。 

企画競争の結果、契約相手になった者が提出した資格要件書類の内容は、行政機関の保

有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった

場合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報

等）を除いて開示される場合がある。 

ク 資格要件書類において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行ってい

る場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、態様等に応じ、提

出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めることがある。 

 

９．企画書等の提出書類、提出期限等 

（１）提出書類 

   ① 企画書 

     「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設

計業務の概要及び企画書作成事項」に基づき作成すること。 

   ② 経費内訳書 

     「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設

計業務」を実施するために必要な経費全ての額（消費税及び地方消費税額を含む）を記載し

た内訳書。 

（２）提出期限 

   ① 提出期限 

     ８（２）①に同じ 

   ② 提出先 

     ８（２）②に同じ 



   ③ 提出部数 

     ア ９（１）① 紙媒体２部及び電子媒体１部 

     イ ９（１）② 紙媒体２部及び電子媒体１部 

       なお、電子媒体での提出ファイルについては PDF 形式を基本とするが、経費内訳書につ

いては、EXCEL 形式でも提出すること。 

   ④ 提出方法 

     ８（２）④に同じ 

   ⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア 持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１７時３０分まで（１２時～１３

時は除く）とする。 

イ 郵送する場合は、封書の表に「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神

（１号）局）更新整備業務に係る企画書等在中」と明記すること。提出期限までに提出先

に現に届かなかった企画書等は、無効とする。 

ウ 提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うことはで

きない。また、返還も行わない。 

エ １者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申し込みを行った場合はすべてを無効

とする。 

オ 参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。 

カ 虚偽の記載をした企画書等は、無効にするとともに、提出者に対して指名停止を行うこ

とがある。 

キ 企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ク 提出された企画書等は、原子力規制委員会原子力規制庁において、企画書等の審査以外

の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の結果、契約相手になった者が提出した

企画書等の内容は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４

２号）に基づき開示請求があった場合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当

な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示される場合がある。 

ケ 企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行っている場

合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、態様等に応じ、提出者

と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めることがある。 

 

１０．企画提案会の開催 

(１) 企画提案会は実施せず、書面審査とする。 

(２) 書面審査の過程で確認事項が発生した場合、当該事業に責任者となる予定の者は、原子力規

制庁担当者に企画書等の説明を行うものとする。 

 

１１．暴力団排除に関する誓約 

当該業務に係る（資格要件に係る提出書類及び）企画書等については、（別紙）において示す

暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出すること。また、提出書類（別添２）の誓約事項

に誓約する旨を明記すること。 

 

 



１２．審査の実施 

(１) 審査は、（別添３）「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）

更新整備業務に係る企画書等審査の手順」及び（別添４）「平成３０年度原子力艦環境放射能

調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務に係る企画書等審査基準及び採点表」に

基づき、提出された企画書等について行い、業務の目的に最も合致し優秀な企画書等を提出

した１者を選定し、契約候補者とする。ただし、優秀な企画書等の提出がなかった場合には、

この限りではない。 

(２) 審査結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

 

１３．契約の締結 

   企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく契約手続の完了ま

では、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ずるものではない。 

支出負担行為担当官である原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官は、契約候補者から

見積書を徴取し、予定価格の制限の範囲内であることを確認し、契約を締結する。 

 

 

◎ 添付資料 

（別紙） 暴力団排除に関する誓約事項 

（別添１） 資格要件書類の提出について 

（別添２） 企画書等の提出について   

（別添３） 企画書等審査の手順 

（別添４） 企画書等審査基準及び採点表 

（別添５） 業務の概要及び企画書作成事項 

【様式１】 質問書 

 

  



（参 考） 

 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第七十条  契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三第一項 

の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、次の

各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

一  当該契約を締結する能力を有しない者  

二  破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第三十二

条第一項 各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第七十一条  契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当する

と認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加させないことが

できる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とす

る。  

一  契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しく

は数量に関して不正の行為をしたとき。  

二  公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために

連合したとき。  

三  落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六  契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽

の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

七  この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。  

２  契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加

させないことができる。 

 

  



（別 紙） 
 

暴力団排除に関する誓約事項 
 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見積書）の

提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異

議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）を提

出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及

び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察

に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場

合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が当該契

約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判明したときは、

当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受けた

ことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契約担当官等

へ報告を行います。 

  



（別添１） 

 

平成 年 月 日 

 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

住 所 

会 社 名 

代表者氏名                       印 

 

 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務 

に係る資格要件書類の提出について 

 

 

標記の件について、次のとおり提出します。 

 

① 平成２９･３０年度競争参加資格（測量・建設コンサルタント等）（建築関係建設コンサルタ

ント業務）において、「Ｃ」以上の等級に格付されていることを示す書類。 

② 責任者及び主要担当者が一級建築士事務所に所属し、１級建築士以上の建築士の資格を有し、

資格取得後５年以上の業務経験があることを確認できる書類。 

③ 責任者または主要担当者が以下の資格のいずれかを有することを確認できる書類。 

     ・所属する一級建築士事務所の許可証 

     ・１級建築士 免許証 

   ④ 責任者または主要担当者が、精密機械を設置管理する建物の設計及び積算業務の経験がある

ことを確認できる書類。 

    ⑤ 責任者または主要担当者が、海までの距離が３００ｍ以内で耐重塩害仕様地域における、建

築設計及び積算業務の経験があることを確認できる書類。 

⑥ 責任者または主要担当者が、国土交通大臣官房官庁営繕部が制定又は監修した 図書をはじ

め、官庁施設建築設計（建築・構造・設備）の共通基準・共通仕様書ほかに副った、公共建

築の設計の経験があることを確認できる書類。 

 

（担当者） 

所属部署： 

氏   名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

E-mail : 

 

  



（別添２） 

 

平成 年 月 日 

 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

住 所 

会 社 名 

代表者氏名                       印 

 

 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務 

に関する企画書等の提出について 

 

 

標記の件について、次のとおり提出します。 

    なお、企画書の提出にあたり、「（別紙）暴力団排除に関する誓約事項」の内容を十分に理解す

るとともに、本誓約事項を遵守することを誓約します。 

 

(１) 企画書 

 

 

(２) 経費内訳書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当者） 

所属部署： 

氏   名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

E-mail : 

 

  



（別添３） 

 

 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務 

に係る企画書等審査の手順 

 

 

１. 企画審査委員会による審査 

原子力規制庁長官官房放射線防護グループ原子力災害対策・核物質防護課に設置する「平成３０

年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務に係る企画書審査委員

会」（委員は下記のとおり。以下「企画書審査委員会」という。）において、提出された企画書等の

内容について審査を行う。 

 

表１ 企画書審査委員会の構成 

委員長 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室 室長 

委員 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官付（会計部門） 

参事官補佐（国有財産担当） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室 室長補佐（総括担当） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室 室長補佐（陸域担当） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

監視情報課 解析評価専門官 

外部有識者 

注 委員長又は委員が出席困難な場合は、同じ課(室)の者を代理として出席させることができる。 

 

２. 企画書等の審査方法 

 （１）平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備業務にかかわ

る企画書等審査基準及び採点表」（別添４）に基づき、委員ごとに採点する。 

 

【採点基準】 

 10 点満点 20 点満点 30 点満点 50 点満点 

優 10 点 20 点 30 点 50 点 

良 6 点 12 点 18 点 30 点 

可 2 点 4 点 6 点 10 点 

加点なし 0 点 0 点 0 点 0 点 

 

（２）（１）の採点結果の合計点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 

 



（３）合計点が同点の場合は、次の基準で契約候補者を選定する。 

① 「優」の数が多い者を契約候補者とする。 

② 「優」の数が同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 

③ 「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い者を契約候補者とする。 

④ 「可」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 

 

３. 契約委員会による契約候補者の確定 

企画書審査委員会は、選定した契約候補者及び審査経過を原子力規制委員会原子力規制庁長官官

房参事官へ報告し、同参事官を委員長とする契約委員会において契約候補者を確定する。 

 

 

 

 

  



（別添４） 

 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計業務 

に係る企画書等審査基準及び採点表 

 

                        審査員 

 

                        提案者 

 

事 項 審査基準 配点 採点 

１．設計の基本方針 

 

 

・設計の目的を的確に理解し妥当な基本方針であ

るか。 

・設計方針に専門性・創造性・新規性・確実性等

あるか。 

 

 50 点 

 

点 

２．設計の実施計画 

 

 

・明示された作業の実施期限が遵守されており、

実施可能な実施計画であるか。 

・実施計画が効率的で確実性があるか。 

・別途工事分野との連携・コミュニケーションは

考慮しているか。 

・実施設計を推進するうえで、機能保全及び保全

の高度化を図るための業務及び、工程が記され

ているか。 

 

 

  30 点 

 

 

点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 

設計条件構築を

図る情報収集に

向けての 

考え方及び取組

み 

・局舎の社会的役割、機能の理解及び建設地をは

じめとした関連機関との係りを考慮している

か。  

・設計条件構築を図る情報収集の考え方、取組み

内容は適切か。 

・全体のスケジュールを捉え、効率的な考えを持

っているか。 

 

 

50 点 

 

 

点 

（イ） 

設計着手に向け

て、局舎の構造

上安全を図る考

え方及び取組み 

 

 

・局舎の構造体の安全性と機能保全を考慮し、ま

たそれぞれの建設及び設置環境への配慮を持

った設計を行う考えと取組みになっているか。 

 

 

50 点 

 

 

点 

３
．
業
務
の
実
施
方
法 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 

局舎：建築・構

造・設備の設計

における考え方

及びメンテナン

スの考え方につ

いて 

 

 

 

（エ） 

公共施設の設計

業務 

における設計基

準、 

積算基準につい

て 

 

・局舎の建築、設備（電気・機械）、構造の考え方

及び設計の詳細について、十分な機能保全とメン

テナンスに対する配慮がされているか。 

・提案された内容が、求められた趣旨に適合した

もので具体的な提案になっているか。 

・提案された内容が、専門性、創造性、確実性、

新規性がある具体的な提案になっているか。 

・工程管理、別途工事との調整を配慮した提案に

なっているか。 

 

・本業務の目的に適合しているものであり、また

公共施設設計積算業務を行う上でのそれぞれ

の基準、指針、要領が専門性を十分に備えてい

るか。 

 

 

 

 

 

50 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 点 

 

 

 

 

点 

 

 

 

 

 

 

 

 

点 

 

 

 

 

 4.1 

実施体制、役割

分担 

 

 

 

 

・それぞれの高度な専門技術力を持った提案が出

来る人員配置と全体をマネジメントできる責任

者による体制等が構築されているか。 

・実施責任者及びその他主要な従事者が本業務に

従事する、十分な時間があると認められるか。 

 

 

30 点 

 

 

点 

4.2 

従事者の実績、

能力、 

資格等 

 

 

 

 

 

・調達仕様書に記載の資格要件について、業務責

任者が有する 

 経験・実績は「業務の件数」「業務の規模及び内

容」「業務における役割」「保有資格」などの観

点より充実しているか。 

・調達仕様書に記載の資格要件について、業務責

任者以外のその他の主要な従事者の経験・実績

は「業務の件数」「業務の規模及び内容」「業務

における役割」「保有資格」などの観点より充実

しているか。 

・関連する保有資格が記載されており、そのこと

を確認できる書類が示されているか。 

 

 

 

 

20 点 

 

 

 

 

点 

５．組織の実績 

 

 

・調達仕様書に記載の資格要件について、提案者

の組織及び 

協力会社の実績は「業務の件数」「業務の規模及

 

30 点 

 

点 

４
．
実
施
体
制
、
役
割
分
担
等 

３
．
業
務
の
実
施
方
法 



 

 

 

び内容」「業務における役割」「保有資格」などの

観点より充実しているか。 

６．見積価格、積算内訳 

 

 

・経費内訳書について、提案内容に応じた価格、

積算内訳は妥当か。 

 

   20 点 

 

点 

 

 

７．組織のワークライ

フバランス等の推進に

関する認定等取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律（以下「女性活躍推進法」という。）、次世代

育成支援対策推進法（以下「次世代法」とい

う。）、青少年の雇用の促進等に関する法律（以

下「若者雇用促進法」という。）に基づく認定等

（えるぼし認定等、くるみん認定、プラチナく

るみん認定、ユースエール認定）の有無、有の

場合は認定通知書等の添付。ただし、企画書提

出時点において認証期間中であること。 

 ※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が

高い区分により加点を行うものとする。 

 

〇 女性活躍推進法に基づく認定等（えるぼし認

定等） 

     ・1段階目（※１）     8 点 

     ・2段階目（※１）    16 点 

     ・3段階目        20 点 

     ・行動計画（※２）     4 点 

 ※１  女性活躍推進法に基づく一般事業主

行動計画等に関する省令第 8条第 1項第

1 号イの項目のうち、労働時間等の働き

方に係る基準は必ず満たすことが必要。 

 ※２  女性活躍推進法に基づく一般事業主

行動計画の策定義務がない事業主（常時

雇用する労働者の数が 300 人以下のも

の）が努力義務により届出し、企画書提

出時点において計画期間が満了してい

ないものに限る。 

 

 〇 次世代法に基づく認定（くるみん認定・プ

ラチナくるみん認定） 

    ・くるみん認定       8 点 

    ・プラチナくるみん認定   16 点 

 〇 若者雇用推進法に基づく認定（ユースエー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点 



ル認定） 

16 点 

            

合  計 400 点 点 

 

注１ 企画書等において、提出者の外部協力者へ再委託又は共同実施の提案を行う場合、業務に

おける総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委託してはならず、そのよ

うな企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 

注２ 積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格１／２以上である場合は、不適切と

して、選定対象としないことがある。 

 

【採点基準】 

 10 点満点 20 点満点 30 点満点 50 点満点 

優 10 点 20 点 30 点 50 点 

良 6 点 12 点 18 点 30 点 

可 2 点 4 点 6 点 10 点 

加点なし 0 点 0 点 0 点 0 点 

 

ただし、事項７．組織のワークライフバランス等の推進に関する認定等取得状況については、審

査基準欄に記載の基準による。 

  



                                （別添５） 

 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る 

設計業務の概要及び企画書作成事項 

 

Ⅰ. 業務の概要 

 

１．調達件名 

平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計

業務 

 

２．業務の目的 

   原子力艦の環境放射能調査設備のうち、喫緊の更新が必要である佐世保港立神（１号）局の局

舎の更新に必要な設計等業務を行うもの。 

 

３．用語の定義 

    本概要において使用する用語の意義は次のとおり。 

（１）モニタリングポスト（ＭＰ） 

     空間放射線量率、海水中の放射線計数率、大気中の放射線ヨウ素及び気象観測情報を収集 

する機器並びにそれらの関連機器一式（機器全てを併設しない場合もある。）をいう。 

（２）局舎 

     ＭＰを設置及び収納する施設並びに配電設備等の関連設備を含めた建築物をいう。 

（３）架台 

     ＭＰにより海水中の放射線計数を集計する場合（機器を海中に設置する場合又は陸上に設

置し海水を取水する場合）に設けている構造物をいう。 

（４）原子力艦環境放射能モニタリングシステム（原子力艦ＭＳ） 

     株式会社近計システムが開発したMPによって収集するデータの集約及び公表を行うデータ

ベースサーバ等から構成される一連の情報管理通信システムをいう。 

（５）原子力艦環境放射能調査設備 

     一体となり機能を果たすＭＰ、局舎、架台及び原子力艦ＭＳをいう。（ただし、原子力艦Ｍ

Ｓについては、ＭＰ及び局舎に関するものに限り、局舎又は架台の一方若しくは双方を併設

しない場合を含む。） 

 

４．業務内容 

    原子力艦放射線測定局佐世保港立神（１号）局の局舎の既存撤去及び更新に伴う工事に関す

る設計業務。 

（１）現状調査・情報収集業務 

①：施設機能・規模の把握と現状課題の確認 

②：敷地測量・確定（規制庁担当者立会） 

③：ボーリング調査 

（２）実施設計業務 



（３）官公庁諸申請・届出業務 

管轄特定行政庁へ提出する計画通知の自治体との調整及び計画通知の作成、提出自治体との

協議は業務に含める。その他の建築基準法上の協議・提出等については別途、対応について原子

力規制庁と協議する。 

なお、官公庁からの指摘を受けて設計変更、設計書の修正等が生じた場合は、設計図及び積算

書の納入後であっても最終契約期間までに本業務の範囲として対応すること。 

（４）積算業務（数量調書、単価根拠作成、積算内訳書） 

（５）建設業者入札に向けた仕様説明 

 

５．留意事項 

（１）ＭＰ・原子力艦ＭＳの設計は別途とする。 

（２）局舎の撤去に関する設計・積算も業務に含む。 

（３）採用する企画案に原子力規制庁が求める業務が含まれていない場合は協議をおこなう。 

（４）当該、既存の構造物を更新する設計業務に際しては、放射線測定調査の実施に大きく影響する

米軍の基地管理上の規制等に配慮し、各工程における庁担当者との事前及び事後の十分な打

合せ等を実施した上で、施工段取りも含め円滑に設備の更新が可能となるよう業務を行うこ

と。 

（５）設計仕様書及び本要領書の疑義及び記載外事項については、必ず事前に庁担当者に対して確

認し、了解の上で実施すること。 

 

６．設計業務工程 

・ 設計図納入       平成３０年９月１１日 

・ 積算書納入       平成３０年９月２８日 

・ 工事仕様説明      平成３０年９月２８日 

・ 申請書類対応      平成３１年３月２９日 

 

７．設計・積算与条件 

（１）設計条件 

 １）局舎 

   「３．用語の定義」に加え、関係職員が定期的に測定環境管理・メンテナンスを行う施設であ

ることを考慮すること。 

  ①建設環境 

   米軍佐世保基地内、護岸から 10m 以内にある重耐塩害対策エリア。 

  ②仕様 

・構造：鉄筋コンクリート造。 

・基礎：建設環境を考慮した工法の基礎。 

・規模：平屋建て、3m×3m （約 10㎡前後）とする。 

・局舎内設備：施設の機能保全および日常の管理業務を考慮した施設環境。 

・その他：建設環境を考慮した各種の仕様および詳細設計。 

 

 



 ２）架台 

  ①建設環境（建築基準法上の構造物には該当せず） 

配管の修繕工事 

局舎に隣接する建物に設置されている既存の架台から繋がる海上に 50 ㎝ 

前後張り出した金物に設置されている配管。 

  ②仕様 

破損している、約 10m の配管及び配管を支えている金物の修繕 

 

（２）工事場所  

長崎県佐世保市平瀬町（米海軍佐世保基地内） 

（３）工  期 

局舎更新の実質の現場工期とする。 

    平成３０年１０月～平成３１年３月 

 ただし、佐世保基地等のとりまく諸事情により変更となる可能性がある。 

また、契約日程は別途打ち合わせによる。 

 

８．成果物 

（１）提出図書 

   提出する図書、書類の部数及び提出時期は以下のとおりとする。また、９を除くすべての書類

は、紙媒体に加え、電子媒体を１部提出すること。 

 

 提出図書 

提出部数 

提出時期 
本庁 

佐世保 

ﾓﾆｾﾝ※1 

１ 実施体制図 １  
契約締結後及び変更が生じた後 

速やかに 

２ 打合せ議事録 １  打合せ後速やかに 

３ 実施計画書 １  契約締結後速やかに 

４ 品質管理計画書 １  契約締結後速やかに 

５ 安全管理計画書 １  契約締結後速やかに 

６ 設計図 

原図（A3版） １  実施計画書にて定めた期日までに 

A4 観音製本 ２ ２ 実施計画書にて定めた期日までに 

A3 ホチキス止  ２ 実施計画書にて定めた期日までに 

７ 各種申請図書 １ １※2 実施計画書にて定めた期日までに 

８ 業務報告書 １  納入時期までに 

９ 完了届 １  納入時期までに 

 

    ※1：佐世保ﾓﾆｾﾝとは、佐世保原子力艦モニタリングセンターの略である。 

    ※2：原本は佐世保ﾓﾆｾﾝに収めること。 

 



（２）納入場所 

  〇原子力規制委員会原子力規制庁 

    長官官房放射線防護グループ 監視情報課 放射線環境対策室 

    （東京都港区六本木１丁目９番９号 六本木ファーストビル７階） 

   

  ○佐世保原子力艦モニタリングセンター 

   （長崎県佐世保市干尽町４番１） 

 

 ９．品質管理計画 

品質管理計画を策定するにあたって最小限、以下の内容を計画すること。 

（１）品質管理体制 

受注業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されていること。 

・作業実施部署は品質管理部署と独立していること。 

・実施責任体制が明確となっていること（実施責任者と品質管理責任者は兼務しないこと。

また、同一部門に所属していないこと。）。 

（２）品質管理の具体的な方策 

受注業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的な作業に関する方法

（チェック時期及びチェック内容）が明確にされていること。 

（３）担当者の技術能力 

本業務に従事する者の技術能力を明確にすること。 

（４）工程管理 

調達から納入までの管理方法について規定され実施されていること。 

（５）文書管理 

受注業務に対して使用する文書（記録を含む。）の維持・管理について明確にされているこ

と。 

 

１０．資格要件 

１０．１ 組織の実績・資格等 

 ① 本業務を実施する組織が、 一級建築士事務所であること。 

 ② 本業務を実施する組織が、以下の業務の経験を有していること。 

・精密機械を設置管理する建物の設計及び積算業務。 

   ・海までの距離が３００ｍ以内で耐重塩害仕様地域における、建築設計及び積算業務 

 ③１０．２に示す建築士が所属し、その建築士が資格取得後５年以上の業務経験を有すること。 

 

 １０．２ 従事者の実績・資格 

  ① 本業務の責任者または主要担当者が以下の資格のいずれかを有すること。 

    ・１級建築士 

  ② 責任者または主要担当者が、国土交通大臣官房官庁営繕部が制定又は監修した 図書をはじめ、

官庁施設建築設計（建築・構造・設備）の共通基準・共通仕様書ほかに副った、公共建築の設

計の経験があること。 

 



１０．３ 入札制限等 

① 公務員及びその支援スタッフ等（常時勤務を要しない官職を示す職員、「一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する法律」（平成 12 年 11 月 27 日法律第 125 号）に規定する任期

付職員及び「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」（平成 12 年 12 月 22 日法律第 224 

号１号）に基づき交流採用された職員を除く。）が現に属する又は過去 2 年間に属していた事

業者及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵

省令第 59 号）第 8 条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先事

業者などの緊密な利害関係を有する事業者は、本書に示す調達について入札に参加することは

できない。 

② 本案件を受注した事業者及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）第 8 条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ

会社並びに委託先事業者などの緊密な利害関係を有する事業者は、別途調達する原子力艦環境

放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る施工業務の入札に参加することを

認めないものとする。 

 

１１．貸与品・支給品 

  貸与品・支給品については、発注者との事前の協議のうえで決定するものとする。 

 

１２．著作権等の扱い 

① 成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著作権等」

という。）は、原子力規制委員会が保有するものとする。 

② 請負者は自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しないものと

する。 

③ 成果物に含まれる請負者又は第三者が権利を有する著作物等（以下、「既存著作物」という。）

の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

④ 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物の使用に必要

な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

１３．再委託 

（１） 本件の受注者は、この契約の全部または一部を第三者に委任し、又は請け負わせないこと。

但し、契約の主要な部分を除く補助的な業務について、受注者があらかじめ再委託の相手方の

商号または名称、住所、再委託を行う業務範囲、再委託の必要性及び契約金額について記載し

た書面を提出し、主管課の承認を得た場合は、この限りではない。 

（２） 受託事務の一部を再委託する場合は、受託契約金額に占める割合は原則２分の１未満とする

こと。 

（３） 受注者は、再委託先の行った業務についてすべての責任を負うこと。また、受注者は再委託

先に対して、機密保持、著作権等に関する本調達仕様書が定める受注者の責務を負う旨を定め

るものとし、本調達の受注者及び再委託先の事業者間の契約においてその旨定めること。 

（４） 受注者は、再委託先の事業者に対して、定期的又は必要に応じて、作業の進捗状況及び再委

託先における情報セキュリティ対策の実施状況を確認し、報告させるなど、再委託先の事業者

に対する監督を適切に行うこと。 



（５） 受注者は、第４項の各種業務を遂行するに際して、米軍基地内における工事に関する知識等

を有している企業の助力を得ることが不可欠なである場合、業務範囲、内容、必要性及び契約

金額について記載した書面を提出し、主管課の承認を得た場合に限り、当該企業から助力を得

るための委託を行うことができる。 

 

１４．情報セキュリティの確保 

  請負者は、下記の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

  （１）請負者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法及び

管理体制について、原子力規制長担当官に書面で提出すること。 

（２）請負者は、原子力規制庁担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性の

格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。 

また、請負業務において受注者が作成する情報については、原子力規制庁担当官からの指

示に応じて適切に取り扱うこと。 

（３）請負者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策

の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において請負業務に係る情報セキュリティ事

故が発生したときは、必要に応じて原子力規制庁担当官の行う情報セキュリティ対策に関

する監査を受け入れること。 

（４）請負者は、原子力規制庁担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要になっ

た場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 

また、請負業務において受注者が作成した情報についても、原子力規制庁担当官からの指

示に応じて適切に廃棄すること。 

（５）請負者は、請負業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報告すること。 

 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf 

 

１５．検収 

  本業務で定める納入成果物について、本仕様書に基づき国の検査職員が検査し、これに合格した

ことをもって検査合格とする。 

 

１６．特記事項 

  本業務の実施によって知り得た情報等を第三者に漏らし、あるいは他の目的に使用してはならな

い。また、請負者の情報管理の不備により、原子力規制委員会もしくは第三者が損害を被った場合

は、請負者において責任を負うものとする。 

 

１７．その他 

① 受注者は、本業務を通じて知り得た情報は、契約履行中か否かに関わらず、正当な理由なく他

に開示し、又は他の目的のために利用してはならない。また、正当な理由があって開示する場

合にも、事前に規制庁職員から許可を得なければならない。 

② 受注者は、本業務を実施するに当たって規制庁職員が提供した資料については、複製禁止とし、

厳重に管理を行い、業務終了後は返却しなければならない。 



③ 受注者は、本仕様書に疑義が生じた場合、本仕様書によりがたい場合、あるいは本仕様書に定

めのない事項については疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協議の上、その取扱いについ

て決定することとする。 

④ 受注者は、本業務において納入する全ての成果物について、瑕疵担保責任を負うものとする。

瑕疵担保責任期間は当庁により検収後 1年間とする。 

⑤ 作業実施者は、規制庁担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、かつ良好な関係

が保てること。 

⑥ 成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者は、無償で速やかに必

要な措置を講ずること。 

 

 

  



（別添） 

 

 １．報告書等の仕様及び記載事項 

報告書等の仕様は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（平成 26 年 2月 4 日閣議決

定。以下「基本方針」という。）の「印刷」の判断の基準を満たすこと。 

なお、「資材確認票」（基本方針 190 頁、表３参照）及び「オフセット印刷又はデジタル印刷の

工程における環境配慮チェックリスト」（基本方針 191 頁、表４参照）を提出するとともに、印刷

物にリサイクル適性を表示する必要がある場合は、以下の表示例を参考に、裏表紙等に表示する

こと。 

 

リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます。 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準にしたが

い、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製しています。 

 

なお、リサイクル適性が上記と異なる場合は環境省担当官と協議の上、基本方針 

（http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html）を参考に適切な表示を 

行うこと。 

 

２．電子データの仕様 

① Microsoft 社 Windows7 SP1 上で表示可能なものとする。 

② 使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。 

・文章：ワープロソフト Justsystem 社一太郎（2011 以下）、又は Microsoft 社 Word（ファ

イル形式は Word2013 以下） 

・計算表：表計算ソフト Microsoft 社 Excel（ファイル形式は Excel2013 以下）   

・プレゼンテーション資料：Microsoft 社 Power Point（ファイル形式は PowerPoint 2013 以

下） 

・画像：BMP 形式又は JPEG 形式 

③ ②による成果物に加え、「PDF ファイル形式」による成果物を作成すること。 

④ 以上の成果物の格納媒体は DVD-R 等とする。事業年度及び事業名称等を収納ケース及び DVD-

R 等に必ずラベルにより付記すること。 

⑤ 文字ポイント等、統一的な事項に関しては原子力規制庁担当官の指示に従うこと。 

 

３．その他 

成果物納入後に請負者側の責めによる不備が発見された場合には、請負者は無償で速やかに必要

な措置を講ずること。 

 

  



Ⅱ. 企画書作成事項 

 

 企画書には、以下の各事項について各作成方法に則り提案すること。 

 なお、企画書全体の分量は A4・30 ページ以下を目安とし、原則として両面印刷にすること。また必

要に応じて A3 等サイズの異なる用紙を用いることを可とするが、企画書全体を 1 冊にまとめること。 

 補足資料がある場合は、企画書に追加して添付することを認めるが、企画書のどの部分の補足資料

であるか明記すること。 

 また、資料作成全般に当たっては、本企画書作成事項で規定する目的や作業項目に反し、又は矛盾す

る提案がないよう作成すること。 

 

事 項 作成方法 

１．設計の基本方針 

 

・本設計業務を実施するにあたっての基本方針を記述する

こと。 

２．設計の実施計画 

 

・業務内容及び提案内容に係る各作業項目について、業務実

施計画・工程を記述すること。 

・工事区分の分野とそれぞれの業務内容を踏まえた提案に

すること。 

・原子力規制庁との確認・協議及び原子力規制庁側との業務

分担等があったら提案すること。 

 

 

 

 

 

 

（ア） 

設計条件構築を図る情報収集

に向けての考え方及び取組み 

・業務を着手するにあたり必要な情報収集及び調査等、その

内容及び方法を提案すること。 

・全体工程の中での位置づけを明確にすること。 

（イ） 

設計着手に向けて、局舎の構

造上安全を図る考え方及び取

組み 

・設計作業着手するにあたり必要な調査等、その内容及び方

法を提案すること。 

・全体工程の中での位置づけを明確にすること。 

（ウ） 

局舎：建築・構造・設備の設計

における考え方及びメンテナ

ンスの考え方について。 

・設計業務内容及びの推進方法を提案すること。 

・局舎：建築・構造・設備の設計について考え方の方向性と

仕様について提案すること。 

・それぞれの設計内容に基づき、そのメンテナンスについて

の考え方及び提案をすること。 

（エ） 

公共施設の設計業務 

における設計基準、 

積算基準について 

・上記設計業務推進にあたり、その基準・指針・要領等の基

本となるものを明記すること。 

３
．
業
務
の
実
施
方
法 



４．実施体制、役割分担 

 

 

 

・業務実施体制について、業務実施責任者を 1名選定すると

ともに、当該業務実施責任者の役職、従事者の役割分担、

従事者数、内部外部の協力体制等を記載すること。 

・本業務の従事者に求める保有資格等を記載すること。 

・外部協力会社の一級建築士事務所等の許可証、担当者の免

許証の記載すること。 

 

５．組織の実績 

 

・提案者において、精密機器保管施設及び重塩害地域内施設

の設計及び積算業務の実績があること。 

・具体的名称、金額等、おおよその内容がわかるように記載

すること。 

６．組織のワークライフバランス等

の推進に関する認定等取得状況 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、次世代

育成支援対策推進法、青少年の雇用の促進等に関する法律に

基づく認定等（えるぼし認定等、くるみん認定、プラチナく

るみん認定、ユースエール認定）の有無について記載するこ

と。有の場合は認定通知書等の添付。ただし、企画書提出時

点において認証期間中であること。 

 

 

  



 

 

 

【 様 式 １ 】 

 

平成  年   月   日 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 担当者殿 

 

 

質 問 書 

 

 

  「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計業務」

に関する質問書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈質問箇所について〉 

資料名 例）  ○○書 

ページ 例）  Ｐ○ 

項目名 例）  ○○概要 

質問内容 

 

備考 

1．質問は、本様式 1 枚につき 1 問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

2．質問及び回答は、本件入札参加事業者の全てに公表する。（電話等による個別回答はしない。）但

し、質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原子力規制委員会原子力規制

庁の支障をきたすものに関する内容については、公表しない。 

法人名  

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

E-mail  

質問書枚数 

枚中 

枚目 


